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１ 所管予算案総括表

（１）一般会計予算額 ［単位：千円］
平成２６年度

予算額
平成２５年度

予算額
増減額

28,650 30,546 ▲ 1,896

15,956 15,872 84

608,024 562,269 45,755

（２）特別会計予算額 ［単位：千円］
平成２６年度

予算額
平成２５年度

予算額
増減額

0

0

（３） 所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 総合計画 予算額

予算説明書の事業名 施策体系 所管課

新エネルギー普及促進事業 1-2 9,288

新エネルギーの普及促進に要
する経費

生活環境 環境課

小型家電回収及び危険物収集
事業

1-2 825

ごみ減量化及びリサイクル推
進に要する経費、ごみ収集に
要する経費

生活環境 環境課

し尿処理場春木苑施設整備事
業

1-2 7,421

し尿処理場春木苑施設整備に
要する経費

生活環境 環境課

課名

市民課

人権同和教育啓発課

環境課

事業概要

資源の有効活用及び廃棄物の減量化
を図るため、平成26年度から小型家
電回収及び危険物収集を実施しま
す。

本市の地域特性に合致した新エネル
ギーを選定・評価し、その導入促進
を図るための新エネルギービジョン
を策定します。

生活環境部

施設の更新に向け、基本構想及び基
本計画を策定します。
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 ２ 事業概要（一般会計）

7 － 1

款 項 目 事業

02 01 01 0109

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

7 － 1

款 項 目 事業

02 01 01 0110

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

事業名称 所管課

市民課業務としての住民異動届の受付、戸籍届出書の受理、各種証明書の交付、印鑑
登録事務等のほか、税・保険年金・福祉関連等、多岐にわたる業務について取扱いをし
ています。なお、出張所の施設はＪＡべっぷ日出朝日出張所内の一部を賃借していま
す。

平成２４年度取扱件数 ２６，６１１件

4,195 4,195

市民生活の充実向上と住民の便宜を図ることを目的としています。

朝日出張所事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

国県支出金 地方債 その他 一般財源

市政運営

市民生活の充実向上と住民の便宜を図ることを目的としています。

市民課業務としての住民異動届の受付、戸籍届出書の受理、各種証明書の交付、印鑑
登録事務等のほか、税・保険年金・福祉関連等、多岐にわたる業務について取扱いをし
ています。

平成２４年度取扱件数 ２５，８４４件

総合計画の施策体系

1,483 1,483

予算額

総合計画の施策体系 市政運営

事業名称 所管課

亀川出張所事務に要する経費 市民課
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 ２ 事業概要（一般会計）

7 － 1

款 項 目 事業

02 01 01 0111

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

7 － 1

款 項 目 事業

02 01 12 0993

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

事業名称 所管課

別府市に住民登録している人を対象に大分県交通災害共済の加入者を募り、この加入
者に対し、万一の交通事故による通院等に対し見舞金を支給します。

平成２４年度加入者数 ２，２９１人

27 27 0

交通事故による災害を受けた人を救済するための共済制度への加入により、市民の生
活の安定と福祉の増進に寄与することを目的としています。

交通災害共済に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

国県支出金 地方債 その他 一般財源

市政運営

市民生活の充実向上と住民の便宜を図ることを目的としています。

市民課業務としての住民異動届の受付、戸籍届出書の受理、各種証明書の交付、印鑑
登録事務等のほか、税・保険年金・福祉関連等、多岐にわたる業務について取扱いをし
ています。

平成２４年度取扱件数 １９，８１３件

総合計画の施策体系

2,972 2,972

予算額

総合計画の施策体系 市政運営

事業名称 所管課

南部出張所事務に要する経費 市民課
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 ２ 事業概要（一般会計）

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 0177

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 0178

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

事業名称 所管課

住民異動届の受付、住民基本台帳への記録、及び住民票の写し等の交付事務を行いま
す。

平成２４年度住民異動等取扱件数 １５，１７１件
平成２４年度住民票写し等交付件数 ５１，９４２件

689 689 0

住民の居住関係の公証、及び住所に関する異動届出等の簡素化を図ります。
住民に関する記録の適正な管理を行い住民の利便性を高めることを目的としていま

す。

住民基本台帳事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

国県支出金 地方債 その他 一般財源

市政運営

窓口業務の効率・円滑化を図り、住民サービスの向上を目指します。

窓口業務の発展向上や適正な事務処理を目的とした会議への参加、及び日常業務を行
うために必要な書籍・事務用品等を購入することにより、窓口業務の効率・円滑化を図
ります。

平成２４年度その他諸証明件数 ２，２８７件
九州管内都市市民課主管者会議出席 １名

総合計画の施策体系

2,687 2,668 19

予算額

総合計画の施策体系 市政運営

事業名称 所管課

市民課事務に要する経費 市民課
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 ２ 事業概要（一般会計）

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 0179

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 0180

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

事業名称 所管課

印鑑の登録及び証明書の交付事務を行います。

平成２４年度末印鑑登録者数 ７７，４６４人
平成２４年度印鑑登録証明書交付件数 ３０，６７２件
平成２４年度印鑑登録再登録件数 １，８８５件

337 337 0

印鑑を登録することにより、印鑑の印影を公に証明することができ、住民の日常生活
の権利及び取引の安全を守り、事故を防止することを目的とします。

印鑑登録事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

国県支出金 地方債 その他 一般財源

市政運営

戸籍に関する事実の報告、及び人の相互関係の形成を目的とした届出を受理する等、
戸籍の記載に関する事務を行い、日本国民の国籍と親族関係を登録・公証します。

戸籍届出の受付、記載、及び戸籍関係証明書の交付事務を行います。
火葬をしようとする者に火（埋）葬許可証を交付します。

平成２４年度戸籍関係届出等件数 ６，７３０件
平成２４年度戸籍関係交付件数 ２２，４９７件

総合計画の施策体系

2,727 2,727 0

予算額

総合計画の施策体系 市政運営

事業名称 所管課

戸籍事務に要する経費 市民課
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 ２ 事業概要（一般会計）

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 0182

【事業の目的】

【事業内容】

【対象者数】

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 0183

【事業の目的】

【事業内容】

【状況等】

事業名称 所管課

県内他市町の住民票、印鑑登録、戸籍等を交付できる「おおいた広域窓口サービス」
を行います。
葬斎場使用料の徴収及び徴収した使用料の納付を別杵速見地域広域市町村圏事務組合

秋草葬斎場受託事務として行います。

おおいた広域窓口サービスは、平成２５年８月現在県内１５市町が参加しています。
平成２６年度に参加予定の市町村はありません。

9,732 9,732 0

窓口の効率・円滑化を図り、住民サービスの向上を図ることを目的としています。
別府市に委託された葬斎場の使用許可、使用料の徴収等の業務を遂行します。

その他市民課事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

国県支出金 地方債 その他 一般財源

市政運営

別府市に住民登録されている外国人住民への利便の増進を図ります。

平成２４年７月に住民基本台帳法の一部を改正する法律が施行され、外国人住民につ
いても住民票が作成されています。
適法に在留する外国人住民の住居地届出受理による住民基本台帳への記録を行いま

す。
平成２５年７月に外国人住民への住民票コードを通知しています。

平成２５年３月末外国人登録者数 ３，６５４人

総合計画の施策体系

163 40 123 0

予算額

総合計画の施策体系 市政運営

事業名称 所管課

外国人住民事務に要する経費 市民課
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 ２ 事業概要（一般会計）

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 0184

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 0902

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

事業名称 所管課

住民基本台帳カードを利用した転入転出の手続き、及び住民票の広域交付等の事務を
取り扱います。平成２５年７月に外国人住民へ住民票コードが通知され、外国人住民も
上記サービスが利用できるようになりました。
公的個人認証サービスの利用に必要な電子証明書の交付事務を行います。

平成２４年度住基カード発行枚数 ６６４枚
平成２４年度末累計有効枚数 ６，３４５枚
平成２４年度電子証明書発行件数 １８７件
平成２４年度末累計有効件数 ７５４件

1,532 9 1,523 0

住民基本台帳の全国ネットワーク化により、住民負担の軽減とサービスの向上、及び
国・地方を通じた行政事務の効率・簡素化を図ります。

住民基本台帳ネットワークシステムに要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

国県支出金 地方債 その他 一般財源

市政運営

合理的な住居表示を実施することで、市民生活の利便性や緊急車両の効率性等の向上
に資することを目的としています。

住居表示に関する法律及び住居表示に関する条例に基づき、新築届による住居番号の
付番等の業務や新旧住所の証明書の交付をしています。

平成２４年度住居表示件数 １０９件

総合計画の施策体系

39 39 0

予算額

総合計画の施策体系 市政運営

事業名称 所管課

住居表示に要する経費 市民課
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 ２ 事業概要（一般会計）

7 － 1

款 項 目 事業

02 03 01 1035

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

7 － 1

款 項 目 事業

02 05 02 0196

【事業の目的】

【事業内容】

事業名称 所管課

戸籍の届出を受けた出生・死亡・婚姻・離婚等についての調査票を作成して、毎月２
回県（保健所）へ報告しています。

130 130 0

統計法による基幹統計として人口動態の状況を把握し、人口及び厚生行政政策の基礎
資料に資することを目的としています。

人口動態調査に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

国県支出金 地方債 その他 一般財源

市政運営

住民基本台帳担当課に旅券の受付交付窓口を設け、申請時における必要関係書類（戸
籍謄(抄）本）の取得と旅券申請窓口を一元化することにより、住民にとっての利便性向
上を図ることを目的としています。

旅券の発給等に関する申請受理、交付及びそれに伴う事務を行います。

平成２４年度申請件数 ２，１３８件

総合計画の施策体系

1,937 1,937 0

予算額

総合計画の施策体系 市政運営

事業名称 所管課

パスポート事務に要する経費 市民課
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 ２ 事業概要（一般会計）

4 － 3

款 項 目 事業

03 01 04 0257 人権同和対策に要する経費

4 － 3

款 項 目 事業

11 06 08 0647 学校人権同和教育推進に要する経費

【事業の目的】
基本的人権が等しく尊重される社会を希求し、団体、協議会等と連携し、人権教育・

人権啓発の諸施策を推進することにより、同和問題をはじめとするあらゆる差別の解消
に努めます。

【事業内容】
人権同和対策に関する協議会の推進及び審議会の運営。行政と連携して同和問題の解

決を図る団体の支援を実施します。

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,094 10,094

【事業の目的】
学校における人権・同和教育を系統的・計画的に推進し、児童・生徒の人権を尊重す

る態度や実践力の育成を目指します。

【事業内容】
学校教育における人権・同和教育推進及び推進体制の充実を図ります。

【実施方法等・実績等】
平成25年度は人権教育主任会5回に206名、学校人権研修として管理職研修3回に92

 名、教職員・保護者対象の研修12回に549名の参加がありました。
市内すべての小・中学校において取り組まれた人権作品のうち市への提出は、人権

作文111点、人権標語276点、人権ポスター117点 計504点です。

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,916 1,916
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 ２ 事業概要（一般会計）

4 － 3

款 項 目 事業

11 06 08 0648 人権教育総合推進に要する経費

4 － 3

款 項 目 事業

11 06 08 0649 就学奨励に要する経費

【事業の目的】
市民を対象にした人権問題に対する学習機会の拡充を図るために、あらゆる差別を

なくすための人権教育・人権啓発の諸施策を継続して行います。

【事業内容】
あらゆる差別をなくすための取組として市民対象の講座や企業団体の研修等を推進

します。

【実施方法等・実績等】
「身近な人権講座」（一般市民対象）年9回、「人権教育学級」（ＰＴＡ対象）年

8回、じんけんフィルムふれあいフェスタ（主にこども対象）5会場を開催しました。

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,045 1,045

【事業の目的】
市内に居住する同和関係者の子弟の就学保障・教育の充実を目的に貸与された大分

県地域改善対策奨学金の免除及び猶予申請の機会を債務者へ提供します。

【事業内容】
大分県より権限移譲された（旧）大分県地域改善対策奨学金等貸与条例及び大分県

の事務処理の特例に関する条例にかかる事務を行います。

【実施方法等・実績等】
平成25年度は高校・大学進学奨励金は高校4名です。

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

26 26 0
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 ２ 事業概要（一般会計）

4 － 3

款 項 目 事業

11 06 08 0650 人権啓発センター管理運営に要する経費

4 － 3

款 項 目 事業

11 06 08 0884 地域人権啓発活動活性化に要する経費

【事業の目的】
同和問題をはじめとしたさまざまな人権問題の解消を図るために、市民が参加しや

すい教育啓発事業等を展開します。

【事業内容】
人権が尊重されるまちづくりの中核施設として、多くの市民の人権学習の場として

さまざまな事業に取り組みます。

【実施方法等・実績等】
毎週水曜日、春木っ子学習室（年間38回）、毎月１回（年8回）人権サークルふれ

あい、人権ミニ講座（年4回）を開催しました。
人権ライブラリーの啓発教材の貸出を行い、市民の人権意識の向上に努めました。
平成25年度も、大分県隣保館運営費補助金1,485千円（県支出金）が、広域隣保

活動費として、本事業に充当される予定です。

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,710 1 2,709

【事業の目的】
市民の人権問題に対する正しい認識を深め、人権のまちづくりを推進します。

【事業内容】
人権啓発活動地方委託事業により、地域住民に対し、啓発活動を実施します。

【実施方法等・実績等】
8月27日にビーコンプラザ国際会議室にて、講師 全国隣保館協議会常任顧問・

  事務局長 中尾由起雄氏 「人権文化豊かなまちづくりに向けて～阪神・淡路
大震災が教えたもの～」の演題で「差別をなくす市民の集い」を開催し、477名
の参加者でした。

総合計画の施策体系 生涯学習

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

165 165 0
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

02 01 07 1168 新エネルギーの普及促進に要する経費

3 － 2

款 項 目 事業

04 01 01 1057 大所飲料水供給施設管理運営に要する経費

9,646 9,646

【事業の目的】
別府市地域の新エネルギーのポテンシャル調査による基礎データを基に、本市の地域特性に

合致した新エネルギーの創出と、その導入に向けた促進策の展開を行い、有識者による検討委
員会の協議を経て本市の新エネルギービジョンを策定し、スマートコミュニティ構想を目指し
ます。

【事業内容】
①新エネルギービジョン策定委託業務 9,288千円
平成25年度に実施した別府市地域における新エネルギーの賦存量、利用可能量の調査結果を

基にした重点調査を行うとともに、市民並びに温泉関係者への意向調査も踏まえながら、別府
市での新エネルギーの導入促進の基本方針となる新エネルギービジョンを定めます。
②新エネルギービジョン推進委員会の開催など 358千円
新エネルギービジョンの策定に向け、新エネルギービジョン推進委員会を開催（６回予定）

します。

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,790 1,070 2,720

【事業の目的】
大所飲料水供給施設の設置及び管理に関する条例及び同施行規則に基づき、大所地区水道施

設を適正に管理運営し、安全な飲料水を長期的に安定供給できるよう努めます。

【事業内容】
主な事業は、施設点検業務委託（1,536千円）、機械設備保守点検業務委託（745千円）、水

質検査手数料（328千円）、その他は電気代等の光熱水費です。
使用料(給水料金)賦課収入は（1,065千円）の予定です。

【実績等】
平成22年度 2,634千円
平成23年度 2,941千円
平成24年度 3,087千円
平成25年度 3,676千円（見込み）

総合計画の施策体系 水道

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

3 － 2

款 項 目 事業

04 01 01 1155 専用水道・飲用井戸等に要する経費

1 － 2

款 項 目 事業

04 01 03 0320 環境衛生に要する経費

144 144

【事業の目的】
水道法第3条第6項に基づく専用水道及び水道法で規制を受けない飲用井戸等の適正管理、水

質に関する定期的な検査、汚染時における措置及び汚染防止策についての指導監督を図りま
す。

【事業内容】
①立入検査や現地確認作業 88千円
水道施設、水質、水圧、水量若しくは必要な帳簿書類を検査し、水道の工事現場、事務所若

しくは水道施設のある場所を調査します。
②緊急時の対応 56千円（委託料）
万一、水質汚染事故が発生した際の原因調査に要する経費で、水質分析業者に分析を委託し

ます。

【実績等】
平成25年度（新規事業） 148千円（決算見込み）

総合計画の施策体系 水道

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,149 4,149

【事業の目的】
市内全域を対象に、カ､ハエ等の衛生害虫を駆除することで、伝染病の発生を未然に防止し

ます。

【事業内容】
①殺虫剤散布器具の貸し出し、薬剤の無料配布 3,840千円
殺虫剤散布の自主作業を希望する自治会に対し、散布作業用の機材を無料で貸し出すと同時

に、その際に使用する薬剤についても無料で配布します。また、平成26年度以降廃止となる煙
霧殺虫委託業務の代替措置として、希望する自治会に対して発泡錠剤を無料配布します。
②その他、管理に係る費用 309千円
当該事業に使用する車両の維持管理等を行います。

【実績等】
決算額 業務委託町数 器具の貸出台数

平成22年度 6,799千円 129町 167台
平成23年度 5,935千円 120町 143台
平成24年度 5,717千円 120町 148台
平成25年度 6,863千円（見込み） 121町 175台

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 01 03 0321 狂犬病予防に要する経費

1 － 2

款 項 目 事業

04 01 06 0336 墓地管理に要する経費

1,343 1,343 0

【事業の目的】
狂犬病予防法に基づき、犬の登録事務及び狂犬病予防注射等の管理事務を獣医師会と連携し

て行い、狂犬病の発生を未然に防止します。また、犬の飼い主に対し、飼い主としてのマナー
を啓発します。

【事業内容】
①犬の登録及び予防注射等管理業務 1,265千円
犬の登録及び予防注射についての情報を管理します。また、動物病院での予防注射時に犬の

登録も同時に行えるよう、登録事務の一部を動物病院に委託します。
②動物愛護、飼育等に係るマナー啓発 78千円
市報掲載、啓発物品の配布、犬のしつけ方教室等による啓発活動を行います。

【実績等】
決算額 犬の頭数 注射頭数 注射率（％）

平成22年度 1,314千円 6,749 4,089 60.6
平成23年度 1,348千円 6,810 3,957 58.1
平成24年度 1,294千円 6,574 3,819 58.1
平成25年度 1,357千円（見込み） 6,665 3,603 54.1（12月末日現在）

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,973 680 5,293

【事業の目的】
市営墓地（５箇所）の墓地使用者が、支障なく埋蔵及び収蔵を行えるよう維持・管理すると

共に、墓参者のために墓地内の環境を整えます。

【事業内容】
埋蔵・収蔵及び墓参が快適に行えるように、墓地内の通路の除草・清掃及びごみ集積所から

のごみ回収作業、墓地内樹木の剪定・伐採、給水設備及びトイレの維持管理等を行います。
また、年に１回墓地区画の使用者募集（公募）を行い、墓地使用者を決定して墓地使用料を

徴収します。

【実績等】
平成24年度決算額 5,691千円
年度当初墓地区画数 5,610
新規増墓地区画数 5
年度末墓地区画数 5,615

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 01 07 0338 環境保全審議会・環境監視員に要する経費

1 － 1

款 項 目 事業

04 01 07 0339 快適環境推進に要する経費

1,134 1,134

【事業の目的】
別府市環境保全条例第108条に基づく環境保全審議会及び同条例第9条に基づく環境監視員制

度により、別府市地域の環境保全を推進するため調査審議、又は地域環境の把握及び監視に努
めます。

【事業内容】
①環境保全審議会の調査審議 500千円
別府市地域の自然環境及び生活環境の保全に係る重要な事項を調査審議します。
また、平成２６年度は別府市環境目標達成プランの見直しのため、審議会委員による評価検

討を行います。
②環境監視員による環境監視パトロールの実施 634千円
地域環境の変化を捉え、公害の未然防止や不良個所等の早期発見、早期対応を行うために、

校区内の環境監視パトロールを行います。

【事業関係者】
環境保全審議会委員 18名
環境監視員 17名

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,839 2,839

【事業の目的】
自然環境及び生活環境の保全に寄与し、市民への環境保全意識の高揚を図るため、公害防止

対策や環境保全対策、啓発事業を行います。

【事業内容】
①公害防止対策 2,174千円
公害を監視するための環境モニタリング調査を継続して行います。

②環境保全対策 108千円
環境白書の発行により本市の環境データを公表し、市民の環境問題への理解及び関心を深め

る取組をします。
③啓発事業等 557千円
こども環境絵画・作文展の開催やポイ捨てキャンペーン等各種啓発イベントへ参加します。

【事業の実績等】
平成25年度
・別府湾地先海域水質調査（4回・5定点）、河川水質調査（4回・7定点）
・環境騒音調査（21定点） ・自動車騒音の常時監視（市内全域）
・環境白書「別府市の環境」及び「別府の自然シリーズ」の発行
・こども環境絵画・作文展の表彰及び展示の実施 ・苦情相談件数 83件（12月末日現在）

総合計画の施策体系 自然保全

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 1

款 項 目 事業

04 01 07 0341 自然保護に要する経費

1 － 2

款 項 目 事業

04 01 07 0343 環境パートナーシップに要する経費

293 293

【事業の目的】
市民に親しまれている、または由緒ある樹木・樹林で、美観・風致を維持するために保護す

ることが必要なものを指定して、必要な処置を講じます。
市指定の保護樹の所有者に対し、保護樹林保護のために必要な助成措置を講じます。
海外から導入された繁殖力の強い、在来生物の生態系に著しい影響を与える特定外来生物の

防除策を講じ、自然環境の保全を図ります。

【事業内容】
①環境保全専門調査員による調査 168千円
3名の専門調査員へ依頼し、新たに保護が必要な樹木・樹林や既に指定されているものの現

状についての調査を行います。
②保護樹維持助成金 100千円
樹木の剪定など保護樹の維持管理に必要な経費について助成します。

③自然保護対策費等 25千円
アライグマ等の特定外来生物を捕獲する体制づくりを行います。

【事業の実績等】
平成25年度 東山のシダレザクラ（大分県特別保護樹木）の保全（420千円）

総合計画の施策体系 自然保全

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

971 971

【事業の目的】
各主体との環境パートナーシップの構築を促進するとともに、地域住民や環境保全団体との

有機的な連携を目指します。
【事業内容】
①アースデイおおいた実行委員会との協働啓発事業等 43千円
複数の民間団体と協働し、市民をはじめ来場者に対して環境保全意識の高揚を図るためのイ

ベントを開催します。
②緑のカーテン普及推進事業 153千円
市内各幼稚園・小学校及び市民へ普及推進用物品を配布することで、緑のカーテンを推進す

るとともに、緑のカーテンを育ててもらうことで夏季における節電に取り組んでもらいます。
③キャンドルナイト（節電イベント）の開催 31千円
地域の方や子どもたちと不要な電気を使わないイベントを開催することで、環境教育・環境

学習に取り組みます。
④環境新聞の発行 744千円
環境に対する市民意識の高揚を図るためのツールとして、環境新聞を発行します。

【事業の実績等】 平成25年度
・アースデイおおいた２０１３（来場者3,000人以上）
・緑のカーテンへの取り組み数（幼稚園15園、小中学校11校）
・キャンドルナイト(節電イベント）の開催（参加者100人程度）
・環境新聞「エコ湧～く」発行（4回）

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 01 0348 清掃管理に要する経費

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 01 0350 清掃事務所維持管理に要する経費

2,569 160 2,409

【事業の目的】
市民の健康で快適な生活環境を確保するため、廃棄物の減量推進、廃棄物の適正処理、生活

環境の保全及び公衆衛生の向上を図るための清掃管理事務を行います。

【事業内容】
清掃事務所で行う業務に係る、コピー用紙等の消耗品費、粗大ごみ納入通知書送付等の通信

運搬費、各種負担金等の管理費を予算計上しています。

【実績等】
平成22年度 2,313千円
平成23年度 2,135千円
平成24年度 2,226千円
平成25年度 3,715千円（見込み）

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,105 292 8,813

【事業の目的】
廃棄物の減量推進、廃棄物の適正処理、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市民の

健康で快適な生活環境を確保するために使用する清掃事務所の維持管理を行います。

【事業内容】
清掃事務所の維持管理に係る、ボイラー等の燃料費、電気料や下水道使用料の光熱水費、事

務所設備の維持のための修繕料及び工事請負費、電話・ＦＡＸの通信運搬費、事務所の清掃や
警備等の各種委託料等の経費を予算計上しています。

【実績等】
平成22年度 7,175千円
平成23年度 7,248千円
平成24年度 6,910千円
平成25年度 7,448千円（見込み）

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 01 0351 ごみ減量化及びリサイクル推進に要する経費

29,592 27,123 2,469

【事業の目的】
資源循環型社会の形成のため、利便性に富んだライフスタイル等の見直しを啓発しながらご

みの減量化を推進するとともに、リサイクルによる限りある資源の有効利用を図ります。

【事業内容】
①ごみ減量等啓発 13千円
ごみ減量に取り組んでいただくための説明会を開催し、実践啓発用物品を配布します。

②ごみ収集カレンダーの作成・配布 1,713千円
ごみの分別方法及び地区別の収集日を記載したカレンダーを作成し、配布及びデータをホー

ムページ上に掲載します。また、同様に外国人用のごみ収集カレンダーも作成し市民課窓口等
で配布します。

③資源回収委託料 16,784千円
古紙・古布を回収しごみの減量及びリサイクルを促進します。

④資源中間処理委託料 6,561千円
回収した缶類・びん類・ペットボトルをリサイクルするために選別等の中間処理業務を委託

します。

⑤分別基準適合物再商品化実施委託料 368千円
回収したガラスびんの再商品化実施を日本容器包装リサイクル協会を通して委託します。

⑥資源回収奨励補助金事業 2,160千円
ごみの減量及び資源循環を推進するため、有価物を回収する登録団体に補助金を交付しま

す。

⑦別府市美しいまちづくり奨励事業補助金 1,200千円
美しいまちづくりを推進するため、ごみに関する事業を行う自治会へ補助金を交付します。

⑧小型家電回収業務 400千円
平成26年度から希少資源の有効活用及びごみの減量化を図るため、使用済小型家電の回収を

実施し、回収品は有価物として引き渡した後に適正な再資源化を行います。

⑨その他ごみ減量及び啓発等に関する費用 393千円
３Ｒ推進のための啓発、リサイクル講座の開催、ペットボトルキャップの輸送及びアンケー

ト等を行います。

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 01 0352 クリーン運動推進に要する経費

【実績等】 決算額

平成22年度 5,184千円 12,246人 67トン 2,330人 14トン

平成23年度 5,311千円 8,478人 21トン （雨天） 2,344人 20トン

平成24年度 5,641千円 11,822人 72トン 2,422人 38トン

平成25年度 5,579千円（見込み） 2,245人 14トン （雨天） 2,326人 9トン

※収集量は小数点第1位を四捨五入

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 01 0353 リサイクル情報センターに要する経費

【実績等】 施設利用者数

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

参加
人数
及び
収集量

全市一斉清掃 海岸海浜清掃

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

5,926 94 5,832

【事業の目的】
生活環境の美化推進のみならず「国際観光温泉文化都市」として、観光客にも快適な環境を

提供するため、環境美化活動を推進していきます。

【事業内容】
①全市一斉清掃・海岸海浜清掃 404千円
市民や事業者の環境問題への関心を高め、協力して環境保全活動に取り組みます。

②不法投棄防止対策 206千円
近年増加傾向にある不法投棄を防止するため、警告看板を設置します。

③環境美化のための清掃委託 5,316千円
市内主要幹線道路沿い及び観光地周辺の清掃委託並びに別府市地域環境美化条例で指定され

た空き缶・吸い殻等散乱防止地域の清掃委託を実施します。

3,767 54 3,713

【事業の目的】
市民のごみ問題に対する認識を深めるため、ごみ減量・リサイクル推進に関する情報及び学

習の場を提供します。

【事業内容】
①ごみ減量及びリサイクル推進に関する情報の提供及び啓発活動 1,268千円
リサイクル抽選会、リユースマーケット、啓発用冊子の配布等を実施します。

②リサイクル情報センター施設の維持管理等 2,499千円
ごみ減量・リサイクル推進の拠点施設として、施設の維持管理を行います。平成26年度は、

ＰＣＢ廃棄物処理に係る委託料（539千円）を予算計上しています。

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,115人

平成25年度 3,900千円（見込み） 6,865人（12月末現在）

決算額
平成22年度 3,807千円 5,659人 ※平成23年度決算額のうち

7,035千円は、リサイクル情報
センターの空調設備改修に係
る工事費となっています。

平成23年度 9,469千円 7,929人

平成24年度 5,896千円
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 02 0354 ごみ収集に要する経費

【実績等】
平成22年度 213,523千円

平成23年度 215,405千円
平成24年度 226,839千円
平成25年度 286,016千円（見込み）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 02 0356 南畑不燃物埋立場施設整備に要する経費

総合計画の施策体系 生活環境

113,548 214,590

【事業の目的】
廃棄物の減量推進、廃棄物の適正処理、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市民の

健康で快適な生活環境を確保するために、円滑なごみ収集業務の実施と指定ごみ袋による多分
別収集の徹底を行います。
【事業内容】
①家庭系ごみの収集運搬業務 207,606千円
山間・狭隘部を除いた市内全域の家庭系可燃物収集運搬業務を民間委託します。また、不燃

物、粗大ごみ、一時多量ごみ等の収集運搬業務を行います。平成26年度から不燃物収集時に小
型家電及び危険物のピックアップ回収(425千円)を実施します。
②指定ごみ袋による多分別収集 120,532千円
入札等により指定ごみ袋を購入し、市内の指定ごみ袋取扱店にて販売することにより、多分

別収集を徹底します。

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額 年間収集量
25,470トン

25,543トン

25,495トン

総合計画の施策体系

328,138

1,770 1,770

【事業の目的】
廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の

向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するために、南畑不燃物埋立場の施設整備を
行います。

【事業内容】
①施設整備工事 1,520千円
南畑不燃物埋立場の汚水処理施設を維持するため、設備更新等の工事を行います。

②施設の修膳 250千円
汚水処理施設の機械設備にトラブルが発生した場合の応急処置及び設備の修繕を行います。

【実績等】
平成22年度 3,719千円
平成23年度 2,017千円
平成24年度 3,507千円
平成25年度 1,929千円（見込み）

生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 02 0357 南畑不燃物埋立場管理に要する経費

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 03 0358 し尿処理場春木苑管理に要する経費

2,937 33 2,904

【事業の目的】
廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の

向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するために、南畑不燃物埋立場及び汚水処理
施設の維持管理を行います。

【事業内容】
不燃物の埋立処分をするとともに、埋立場より浸出する汚水を処理することにより、協定を

結んでいる下流域（宇佐市）の水質保全に努めます。
埋立処分に係る機械車等の燃料費、汚水処理施設動力電気代及び汚水処理に係る水質分析手

数料等の経費を計上しています。

【実績等】
平成22年度 2,287千円
平成23年度 2,465千円
平成24年度 2,678千円
平成25年度 2,933千円（見込み）

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

144,450 144,450

【事業の目的】
廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の

向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するために、し尿処理場春木苑の維持管理を
行います。

【事業内容】
し尿処理場の維持管理に係る、電気料や下水道使用料等の光熱水費、活性炭取替や清掃、警

備等の各種委託料、車両等に係る燃料費等の経費を予算計上しています。

【実績等】
平成22年度 136,561千円
平成23年度 136,598千円
平成24年度 138,164千円
平成25年度 138,040千円（見込み）

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 03 0359 し尿処理場春木苑施設整備に要する経費

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 03 0360 合併浄化槽に要する経費

【実績等】 助成件数 助成金額
平成20年度 4件 1,410千円
平成21年度 － －
平成22年度 － －
平成23年度 4件 1,410千円
平成24年度  8件 2,902千円
平成25年度 12件 4,446千円 （見込み）

総合計画の施策体系 生活環境

17,283 17,283

【事業の目的】
廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の

向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するために、し尿処理場春木苑の施設整備を
行います。

【事業内容】
①施設整備工事 7,715千円
し尿処理場春木苑の施設を維持するため、設備更新等の工事を行います。

②施設の修膳等 1,948千円 （修膳料、燃料費、消耗品費、容器使用料、補修資材費）
機械設備にトラブルが発生した場合の応急処置及び設備の修繕等を行います。

③施設更新基本構想及び基本計画策定業務 7,421千円
平成30年度供用開始を目途とした、し尿処理場春木苑の更新のため、生活排水の処理状況や

課題、し尿・汚泥排出量の推計等の生活排水処理基本計画の策定をし、これをもとに更新後の
施設の処理方式、施設規模等の基本構想を策定します。
④し尿処理場春木苑建替問題検討委員会の開催 199千円
施設更新について専門的かつ客観的な立場から幅広く検討を行うため開催（4回予定）しま

す。

【実績等】
平成22年度  8,659千円
平成23年度 14,469千円
平成24年度 17,684千円
平成25年度 19,323千円（見込み）

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
生活雑排水による公共用水域の水質汚濁防止のため、し尿と生活雑排水を併せて処理する合

併浄化槽を設置する市民に対し、助成を行います。

4,487 2,697 1,790
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 ２ 事業概要（一般会計）

1 － 2

款 項 目 事業

04 02 03 1141 し尿収集運搬に要する経費

27,718 15,243 12,475

【事業の目的】
廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の

向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するために、し尿収集業務の業務委託及びし
尿くみ取り手数料の徴収事務等管理を行います。

【事業内容】
①し尿収集運搬業務 23,735千円
生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るために行うし尿の収集運搬業務を業者に委託しま

す。
②し尿くみ取り手数料徴収事務 3,983千円
廃棄物の適正処理を行うため、し尿のくみ取りに係る手数料を徴収します。

【実績等】
平成24年度 24,941千円
平成25年度 30,367千円（見込み）

総合計画の施策体系 生活環境

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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